
（一覧）同一機能IDについて複数の事業者から重複して意見のあった機能要件
H列～J列：各機能要件に対する事業者意見を転記したもの
K列（事業者数）：各機能要件に対し、何社より意見があったか

（事業者意見） （主な事業者意見） （事業者意見）
項番 業務 機能ＩＤ 大分類 中分類 小分類 機能要件 見直しの観点 見直しが必要な理由等 特に優先して見直すべき項目 事業者数

方向性 理由

3 014_収納管理（税務
システム）

0140159 2. 収納 2.2. 口座振替処理 2.2.11.
口座振替不能通知の送付可否を管理できること。

4_その他の観点
（上記1~3以外）

●口座振替がなされなかった対象者に対しては、何らかの通知が必要と想定している。よって
「口座振替不能通知の送付可否を管理できること。」の要件にて送付否とするケースが不明なた
め。

●「口座振替不能通知の送付可否を管理できること。」とありますが、不能通知は業務上不能対
象に送付できればよく、不能事由の絞り込みは要件といて理解できますが、個別に送付可否を
判断しなくても運用可能と考えます。

●口座振替不納通知の送付を不可とする運用の想定を行うことができないため、機能的に不要
であると考えます。仮に必要であれば、【標準オプション機能】とすることが適切であると考えま
す。

●現行ユーザで該当機能を要望されたことがなく、便利機能であると考える。

○ 5 要検討

想定する運用についてWTにて確認し、
改めて実装類型を検討します。

【確認①】口座振替不能通知について、送
付否とする具体的なケースをご教示くださ
い。

【確認②】本機能を標準オプション機能に
緩和可能かどうかご回答ください。

4 014_収納管理（税務
システム）

0140001 1. 賦課・収納情報管理
1.1.賦課・収納情報管
理

1.1.1.

各課税システムから当初課税データ（個人住民税(給与特徴・年金特徴、普通徴
収)、法人住民税、固定資産税、軽自動車税（種別割））、課税データ（法人住民
税）を即時又は任意の日付を指定して一括で受け取り、調定情報として取り込め
ること。
取り込む際、業務上、調査・確認が必要なデータ項目がある場合、エラーまたは
アラートとして通知できること。

＜調定情報＞
・課税年度
・賦課年度
・通知書番号
・期別
・調定額
・納期限
・法定納期限
・申告区分
・事業年度
・事業期間
・通知年月日
・課税更正日
・修正申告年月日
・特別徴収指定番号
・車両番号
・種別ごと検査の要否
・申告期限の延長月数
・年金保険者

3_過剰機能

●賦課情報取込処理時に出力する帳票が「代替不可」で定義されている点については紙での管
理を望まない地方団体もあることが想定されるため「EUCで代替可」が妥当と判断します。
＜対象帳票＞
・帳票ID0140002　更正チェックエラーリスト

●「取り込む際、業務上、調査・確認が必要なデータ項目がある場合、エラーまたはアラートとし
て通知できること。」とあるが、「確認が必要なデータ項目のエラーまたはアラート内容」が不明
瞭。
なお、当社システムでは課税調定と収納調定は必ず一致する仕様となっており、これまでエラー・
アラートが発生したことがないため、詳細を記載していただくか、標準オプション扱いとできないで
しょうか。

●調定情報の「種別ごと検査の要否」は、必ずしも実装必須ではないのではないかと考えます。
「種別ごと検査の要否」（軽自動車種別どとの検査要否）を何に使用するのでしょうか。

●収納システムでの「通知年月日」の連携、管理について、現行ユーザでは要望を受けたことが
なく、便利機能であると考える。 ○ 4 要検討

想定する運用についてWTにて確認し、
改めて実装類型を検討します。

【確認①】帳票ID0140002「更正チェックエ
ラーリスト」について、「EUC代替可」に緩
和可能かご回答ください。

【確認②】「種別ごと検査の要否」につい
て、標準オプション機能に緩和可能かご回
答ください。また、利用用途をご教示くださ
い。

【確認②】「通知年月日」について、標準オ
プション機能に緩和可能かご回答くださ
い。また、利用用途をご教示ください。

6 014_収納管理（税務
システム）

0140046 2. 収納 2.1. 入金・消込処理 2.1.4.

エラーの対象データ項目を収入年月日、領収年月日、納付済通知書を一意に特
定する番号、納付区分（入金/配当等）、賦課年度、会計年度で抽出し、手動で
修正・削除ができること。
手動で修正・削除した後、消込用データを一括更新できること。

3_過剰機能

●エラー修正対象把握のための帳票が「代替不可」で定義されている点については紙での管理
を望まない地方団体もあることが想定されるため「EUCで代替可」が妥当と判断します。
＜対象帳票＞
・帳票ID0140007　消込エラー更正済対象者一覧

●「エラーの対象データ項目を収入年月日、領収年月日、納付済通知書を一意に特定する番
号、納付区分（入金/配当等）、賦課年度、会計年度で抽出」とあるが、領収年月日・納付区分・
会計年度の抽出がなくても、正対象を一意に特定することは可能であり、修正するにあたっては
業務上困らないのではないかと考えるます。項目までの指定は標準オプション扱いとできないで
しょうか。

●「手動で修正・削除した後、消込用データを一括更新できること。」とありますが、当社システム
は手動で修正すると即時に消込用データに更新されるシステムであり、業務上も問題ないと考え
ます。おそらくすべての消込エラーをつぶしきるまで消込データの更新をしないシステムを想定し
たものと考えますが、消込可能なものは随時消込したほうが、消込反映されるまでの時間も短縮
されお客様の利便性も高いと考えるため、「手動で修正・削除した後、消込用データを一括更新
できること。」は標準オプションとしていただきたいです。

●消込データの修正や一括更新機能は、必ずしも実装必須ではないのではないかと考えます。
消込データを修正し、消込を行う仕様で要件を記載されておりますが、消込後に結果を修正する
ことでも同様の対応が可能と考えます。

●会計年度での抽出は収納年月日での期間指定で代用できるため、記載不要またはオプション
機能でよいのでは。

○ 4 要検討

想定する運用についてWTにて確認し、
改めて実装類型を検討します。

【確認①】帳票ID0140007「消込エラー更正
済対象者一覧」について、「EUC代替可」
に緩和可能かご回答ください。

【確認②】「手動で修正・削除した後、消込
用データを一括更新できること。」を標準オ
プション機能に緩和可能かご回答くださ
い。事業者意見の通り、下記の運用でも
問題ないでしょうか。
・手動で修正すると即時に消込用データに
更新される
・消込後に結果を修正

【確認③】「会計年度での抽出」の要否に
ついてご回答ください。事業者意見の通
り、収納年月日での期間指定でも問題な
いでしょうか。

7 014_収納管理（税務
システム）

0140136 2. 収納 2.2. 口座振替処理 2.2.5.

除外条件に基づき、口座振替依頼データの作成除外ができること。除外条件
は、税目及び期別単位で判定されること。また、個別にデータ除外ができるこ
と。

＜想定される除外条件＞
・納付済
・分割納付中
・徴収（換価）猶予中
・執行停止中
・繰上徴収
・仮消込中
・証券受託中
・納税通知書返戻ありかつ公示未送達
・時効完成

3_過剰機能

●口座振替対象者を抽出するタイミングでは<想定される除外条件＞の一部で示されるような滞
納処分を受けている可能性が低いため標準オプションが妥当と判断します。

●＜想定される除外条件＞の・分割納付中について
機能ID:0140118で『分割納付用の口座は別途管理できること。』と記載されていることから、分割
納付分の口座振替を想定していると推測されますが、＜想定される除外条件＞の中に分割納付
中が設定されており、矛盾が生じているため標準オプション機能としていただきたい。

●個別にデータ除外を行うことで対応可能と考えますので、想定される除外条件でのデータ作成
除外機能は、必ずしも実装必須ではないのではないかと考えます。

●現行ユーザでは証券受託中の除外条件に対応していないが、これまで要望受けたことがなく
便利機能であると考える。
※＜想定される除外条件＞等で例示されている条件は全て実装する必要なく参考例示と考えて
よいでしょうか。

4 要検討

想定する運用についてWTにて確認し、
改めて実装類型を検討します。

【確認①】想定される除外条件のうち、標
準オプション機能に緩和可能な条件があ
ればご教示ください。

総務省自治税務局回答
方針WT構成員確認事項 WT構成員回答



8 014_収納管理（税務
システム）

0140284 4. 滞納整理 4.2. 督促処理 4.2.1.

納期限から指定期間以上経過している本税及び未確定延滞金、確定延滞金の
みの滞納がある収納情報のうち、督促状が未発布であるものを抽出（一覧及び
CSV)できること。
抽出条件、抽出除外条件が任意に設定できること。申告税・賦課税・特別徴収
分でそれぞれ抽出条件を設定できること。

＜想定される抽出条件＞
・納期限から指定期間以上経過している未納及び延滞金未納
・督促未発布
・調定年月日
・死亡者

＜想定される抽出除外条件＞
・執行停止者
・速報データ取込済
・繰上徴収
・徴収（換価）猶予
・督促停止
・納税通知書返戻
・督促状返戻

3_過剰機能

●督促対象者を抽出するタイミングでは<想定される抽出対象外条件＞の一部で示されるような
滞納処分を受けている可能性が低いため標準オプションが妥当と判断します。

●「督促状が未発布であるものを抽出（一覧及びCSV)できること。」について、督促予定を事前
確認するための機能要件だと認識しておりますが、督促予定を事前確認した上で、督促停止し、
督促状発行するという運用は想定していないため、全国300弱で導入されているPKGの現状機能
に存在しておりません。
督促停止する機能および督促状発行時に除外する機能があれば、十分運用可能であるため、
実装必須機能から標準オプション機能への変更をお願いします。

●想定される抽出条件に記載されている調定年月日、死亡者などの条件は設定できていない
が、現行ユーザで問題なく運用ができており、便利機能であると考える。（死亡者は別束で出力
することができる）
※＜想定される抽出条件＞で例示されている条件は全て実装する必要なく参考例示と考えてよ
いでしょうか。

4 要検討

想定する運用についてWTにて確認し、
改めて実装類型を検討します。

①<想定される抽出対象外条件＞のうち、
標準オプション機能に緩和可能な条件が
あればご教示ください。

②本機能について、標準オプション機能に
緩和可能かご回答ください。事業者意見
の通り、督促停止する機能および督促状
発行時に除外する機能があれば、運用可
能でしょうか。

9 014_収納管理（税務
システム）

0140348 6. 交付
6.1. 納付書等発行（再
発行）

6.1.5.

コンビニバーコードを出力しないよう制御条件を設定できること。また、バーコー
ドを出力できない理由を納付書に出力できること。

＜主な制御条件＞
・30万円を超える場合
・コンビニ使用期限を経過している場合（再発行時）
・コンビニ納付に対応していない税目の場合（その税目の延滞金、督促手数料
を含む）

3_過剰機能

●「バーコードを出力できない理由を納付書に出力できること。」について、「この納付書はコンビ
ニエンスストアでは使用できません。」のように使用できない旨を固定印字するのは実装必須機
能の認識ですが、バーコードを出力できない理由を切り替えて印字するのは、全国300弱で導入
されているPKGの現状機能に存在せず、十分運用できており、機能強化の要求もないため、実
装必須機能から標準オプション機能への変更をお願いします。

●<主な制御条件>に該当するものはコンビニ等で取り扱いができないためシステム利用者が制
御条件を設定するものではないと認識します。現行システムでは納付額が30万円を超える場合
や、コンビニ使用期限を経過した納付書を発行する場合、無条件にバーコードを印字しないよう
制御しています。

●現行ユーザにおいて、コンビニ納付に対応していない税目の場合に理由を出力することはして
いないが、問題なく運用できており要望を受けたこともない。過剰機能であると考える。

4 要検討

想定する運用についてWTにて確認し、
改めて実装類型を検討します。

【確認①】本機能について、標準オプション
機能に緩和可能かご回答ください。事業
者意見の通り、使用できない旨を固定印
字できれば、バーコードを出力できない理
由を切り替えて出力することは不要でしょ
うか。

10 014_収納管理（税務
システム）

0140400 8. その他 8.3. 検索 8.3.2.

氏名（カナ・漢字・アルファベット、外国人通称名）、住所（市内・市外）、生年月
日、性別、宛名番号、個人番号・法人番号、住民区分（住民・外国人住民・住民
登録外・法人・共有者）、税目、年度、通知書番号、世帯番号、物件番号、整理
番号での検索ができること。

氏名漢字、氏名カナ検索は、住民記録システム標準仕様書に準拠した「あいま
い検索」（異体字や正字も包含した検索を除く。）ができること。
複合検索が可能なこと。
納付の有無で絞り込みが出来ること。

3_過剰機能

●収納管理システムの検索項目として、住民区分を用意した場合、および納付有無による絞り込
み機能を用意した場合の実用性について不明です。
また、物件番号（固定資産税を想定）については、連携要件一覧に項目として定義されていない
ため、標準オプション機能としていただきたい。

●収納システムとして「物件番号での検索」「納付の有無で絞り込み」を求められたことがなく、標
準オプション扱いとできないでしょうか。

●整理番号の付与、検索機能はオプション機能でよいと考える。
帳票に個人を特定する番号が付与されており、その番号による検索ができれば、充分に窓口や
電話口での対応が可能と考える。

●納付の有無での絞り込みの検索は要望を受けたことがなく、便利機能であると考える。

●物件番号での検索は現行ユーザからの要望なくオプション機能でよい考える。
※機能要件には物件番号の取り込み要件もない認識

●「整理番号」は「収納管理システムから発行する帳票を一意に特定する番号を表す」と定義され
ているが、そもそも10桁で全外部帳票を一意にする番号の付与するのは現実的ではない。現行
ユーザでは外部帳票のお問い合わせ番号的な項目として宛名番号を出力しているが、「帳票を
一意に特定する番号」の出力を要望されたことはない。他業務の外部帳票や検索条件にも「整理
番号」に相当する項目はなく、過剰機能と考える（税業務の全ての外部帳票に出力され検索でき
る項目なら理解できる）。

○ 4 要検討

想定する運用についてWTにて確認し、
改めて実装類型を検討します。

【確認①】住民区分、物件番号、納付の有
無について、標準オプション機能に緩和可
能かどうかご回答ください。また、利用用
途をご教示ください。


